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③ 建物の減価償却率 

建物の減価償却率＊の推移をみると、平成20年度は48％でしたが、平成28年度には55%とな

り、区の建物の減価償却が進んでいます。区は、建物の改築や改修等を順次進めていますが、もし、

現在のままで改築等をしないとして推計すると、20年後の平成48年には老朽化が進み、87%まで

上昇することとなります。 

 

図表 建物の減価償却率の推移（実績・推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成48年度の数値は、固定資産台帳のデータを基に、新規取得・除却・改築等を行わないものとして建物（事

業用資産）の減価償却率を推計したものです。 

※資本的支出となる修繕等（既存資産に対して行った資産の価値を高め、またはその耐久性を増すこととなる修

繕等）については、平成28年度より固定資産台帳に計上しています。 
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＊減価償却率：建物などの償却資産は、利用可能とされる年数（耐用年数）を設けて、その期間が経過する

と価値がなくなってしまうと考えます。これが減価償却です。耐用年数は、用途・構造によ

って異なり、例えば、庁舎（鉄筋コンクリート）は 50 年、校舎（鉄筋コンクリート）は 47

年となります（「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（以下、「耐用年数省令」という。）

で示された耐用年数）。なお、耐用年数省令による耐用年数は、必ずしも実際の利用可能年数

を示すものではありません。 

減価償却率は、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を計算し、耐用年数に対

して資産の取得からどの程度経過しているかについて把握する指標です。 

推計値（20年後） 
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③ 長寿命化にあたっての課題 

今回は、すでに実施済みの耐震診断（２次診断）を基に躯体の強度の把握を行いましたが、長寿命

化を図るためには、躯体の強度だけでなく、コンクリートの中性化の深さや鉄筋の腐食状況等の詳細

調査が必要です。また、学校や区営住宅以外の施設については、躯体の強度も含めて、今後、調査を

していく必要があります。 

一方、建物は利用状況や自然環境等に応じ、劣化や損傷の進行具合は施設毎に異なります。 

そのため、今後、長寿命化の検討を進めるうえで、メンテナンスサイクル＊を踏まえ、経年変化に

よる機能回復と社会的ニーズに対応するための機能向上を目的とした改修（例えばバリアフリー化や

省エネ化など）も見据えながら考える必要があります。 

実際に、長寿命化を進めるにあたっては、このような観点に加え、将来の行政需要も踏まえた財政

負担の平準化や近隣施設との複合化等の可能性も勘案しつつ、建物ごとに改築時期の判断を行なうな

ど、個別施設計画等の中で計画化していく必要があります。 

 

図 経費試算における長寿命化改修イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊メンテナンスサイクル：定期的な点検・診断により施設の状況を把握し、その結果に基づき、必要な対策を

適切な時期に着実かつ効率的・効果的に実施するとともに、これらの取組を通じて

得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録し、次期点検・診断等に活用する一

連の取組を継続的に実施することをいいます。 
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（２） 複合化・多機能化等による施設規模の適正化と運営・改築等に伴う民間活力の導入 

今回行った試算では、長寿命化を図ることにより、経費の一定の縮減と平準化を図れることが明ら

かとなりましたが、更なる経費の縮減を行うためには、現在の施設を同規模で更新するのではなく、

複合化・多機能化等により、施設規模の適正化を図ることも必要です。 

また、施設の維持管理には、多額の経費（平成 28 年度実績約 300 億円）が必要なことから、施

設運営の民営化等による維持管理の効率化を図る必要があります。加えて、建設経費の抑制、歳入の

確保の観点からは、公的機関の活用や公的資金の投入だけではなく、民間の資金、経営能力、技術的

能力の活用や土地信託手法、官民連携（ＰＰＰなど）手法の活用、民間活力の導入や公的施設の整備

を条件とした売却（二段階一般競争入札方式）など、様々な視点から検討することも必要です。 

 

表 （参考）民間活力を導入した事例 

事業主体 国 東京都 

事業手法又は入札方式 二段階一般競争入札方式 ＰＦＩ手法 

一般定期借地権の設定(50年) 

事業概要 杉並区内において、国有財産の

有効活用にあたり、まちづくり

に配慮した国有地売却を目的と

し、防災関連施設や広場、子育

て支援施設などの導入を条件と

する、二段階一般競争入札を実

施し、民間事業者を決定した。 

渋谷区内において、都心に残された数

少ない広大な都有地の活用にあたり、

東京の再生と地域の活性化とを図るこ

とを目的とし、公共施設（警察施設）

をＰＦＩ法に基づき、特定事業を実施

する民間事業者が警察施設を設計・建

設した後、都に所有権を移転し、事業

期間中の維持管理・運営を遂行する。 

※東京都の事例は、総務省「地方公共団体における公的不動産と民間活力の有効活用についての調査研究 報告

書」より引用 




